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二つの科学的管理研究
廣　瀬　幹　好
はじめに
　『科学的管理と労働組合』の著者ナドワーニー（Milton J. Nadworny）は，1920年以前の労
働組合と科学的管理の敵対関係が1920年代に至って両者の協調へと変容していく様を詳細に分
析している。そこでは，テイラー（Frederick W. Taylor）に代表される科学的管理（Scientific 
Management）に対して労働組合がどのような認識をもち対抗してきたのか，そしてこの動き
に対してテイラー主義者がいかに科学的管理の理念を修正したのかに焦点が当てられてい
る｠１）。ナドワーニーによれば，テイラー主義者が労働組合と団体交渉を承認すること，すなわ
ち，労働者の同意（consent）を承認することによって，マネジメント運動は，独裁から民主
的見地への正常な変身を遂げたのである｠２）。
　彼の研究は，科学的管理の父として知られるテイラーのマネジメント思想それ自体の評価を
直接的目的としているわけではない。しかし，彼は，労働組合との団体交渉を認めないテイラ
ーを産業民主主義の否定者として描き，テイラーのマネジメント思想を労使協調，すなわちナ
ドワーニーの観点からすれば進歩に対する障害物であるとみなしている。
ナドワーニーの著書に対して，リンダール・アーウィック（Lyndall F. Urwick）は，「フレ
デリック・ウィンスロー・テイラーの誠実さ」｠３）と題する論文の中で次のように反論した。
１）Nadworny, Milton J. (1955), Scientific Management and the Unions, 1900-1930 : A Historical Analysis
(Cambridge, Mass.: Harvard University Press), in Wren, D. A. and Sasaki, Tsuneo ed. (2002), Intellectual
Legacy of Management Theory (London: Pickering & Chatto).〔小林康助／訳（1977）『新版　科学的管理
と労働組合』広文社〕ナドワーニーのいう「テイラー主義者」に厳密な定義があるわけではない。おそらく，
1911年11月 に 設 立 さ れ た「 管 理 科 学 推 進 協 会（The Society for the Promotion of the Science of
Management）」の会員たちの内，テイラーの考えに近い人たちをさすものと思われる（Ibid., p. 45〔邦訳，
69頁〕を参照のこと）。なお，以下では同書の邦訳頁を併記するが，訳文は必ずしも邦訳書通りではない。
２）Ibid., p. 145. 〔邦訳，230-231頁〕
３）Urwick, Lyndall F. (March 1958), “The Integrity of Frederick Winslow Taylor,” Advanced Management,
 vol. 23, No. 3, pp. 9-16.
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「フレデリック・ウィンスロー・テイラーの誠実さに関して，かなり重要な問題を含んだ
書物が，1965年の春にハーバード大学出版局から出版された。著者のミルトン・J・ナド
ワーニーは，テイラーの往復書簡を利用して研究している。それらを多数参照している同
書は，公平な研究の外観をまとっている。しかし，この学術的装置の背後には，彼の個人
的偏向が見え隠れしている。同書は，テイラーならびに彼の理念の『名声を下げる』こと
を試みているのである」｠４）
アーウィックは，テイラーの理念が非人間的であり，労働組合攻撃を目的とするものだとのナ
ドワーニーの主張を，真正面から批判しているのである。
　ナドワーニーは，「障壁の亀裂」（Cracks in the Barricades）と題する章のなかで，テイラ
ーの労働組合についての理念がテイラー主義者や彼に近い人たちからも反対された事例を挙
げ，民主主義の「障壁」であるテイラーの理念の「亀裂」について論じている。そして，テイ
ラーと意見を異にするロバート・ヴァレンタインを，産業民主化の最大の功労者の一人として
高く評価するのである。
「〔1915年12月にヴァレンタインが発表した──引用者〕『能率と同意の漸進的関係』は，
テイラー協会でそれまでに発表されたものの中でもっとも重要な論文の一つである。この
論文は，テイラー協会がとるべき労働組合との関係の未来を予告し，科学的管理の考え方
を広げて新しく不可欠なものとしての『同意』（consent）を含めるのに寄与した」｠５）
「ヴァレンタインの民主主義の概念は，テイラーのそれとは異なり，同意の概念を基礎と
していた。他方，テイラーは，もしも作業の『自然法則』（natural laws）が労働者と雇
用者によってともに守られるならば，産業民主主義は自動的に達成されるであろうと信じ
ていた。ヴァレンタインは，同意と能率の関係を肯定的なものとしてとらえていた。すな
わち，高能率の持続は，従業員が集団として積極的かつ自発的に作業条件の決定に参加す
ることなしには実現しえないものである，と。彼は，このような環境のもとでこそ，科学
的管理方式がもっとも効果的に利用されうる，と確信していた」｠６）
　ナドワーニーとは違って，筆者は，批判の前にテイラーの貢献，すなわち人間協働を実現す
るための科学的研究を行なったという重要な歴史的貢献を，まずは正当に評価すべきであると
考えている。
　テイラーは，人々はだれも科学的研究によって発見される法則に従わねばならないという固
４）Ibid., p. 9.
５）Nadworny, Milton J. (1955), p. 98.〔邦訳，158頁〕
６）Ibid.〔邦訳，159頁〕
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い信念をもち，この法則発見のために献身した。しかし，実際に協働の役割を担うのは，機械
でなく自由意思をもった人間である。それゆえに，C. B. トンプソン（C. Bertrand Thompson）
が的確に指摘しているように，「人が一定の時間で一定の物事をすることが『可能である』（can）
という事実は，それを行なう『べき』（ought to）であるということを意味するわけではない」｠７）。
協働を担う人々の意思，すなわち同意が不可欠とされる所以である。人々の同意の意味すると
ころは，労働組合の関与であり，団体交渉の承認である。
　テイラーは，労働組合の関与と団体交渉を頑なに認めなかった。それゆえ，テイラーの考え
が労使協調の障壁であったとするナドワーニーの批判には，妥当性がある｠８）。しかしながら，
彼は，工業生産の能率向上などへのテイラーの貢献についてわずかに触れるだけで，「フレデ
リック・テイラーの工業経営における偉大な貢献を評価するのは，困難である」｠９）と断定する。
また，「テイラー理念のビジネスと産業への影響力がどのようなものであったのかについて，
いまだわれわれは徹底的分析を行なっていない」｠10），などのあいまいな記述以上には，テイラ
ーの貢献について論じようとしていない。さらに，テイラーの伝記に記された言葉を引用して，
次のように述べている。
「『もしもテイラーが1911年に労働運動の指導者によって開始された闘争の影響力を受け
なかったならば，かれは恐らく人間的（human）にはなれなかったであろう』というこ
とは，事実である」｠11）
　ナドワーニーの研究は，工業経営近代化へのテイラーの重要な貢献について考慮することな
く，テイラーを産業民主主義の否定者として一面的に描くに止まっているのである。それゆえ，
ナドワーニーの著書に対して，「同書は，テイラーならびに彼の理念の『名声を下げる』こと
７）Thompson, C. Bertrand (1917), The Theory and Practice of Scientific Management (Cambridge, Mass: 
Houghton Mifflin Company), p. 29. 後に，ドラッカー（Peter F. Drucker）も同様の指摘をしている。「仕
事を分析することと，この仕事が実際に行なわれることとの混同は，人的資源の特質の誤った理解である」
（Drucker, Peter F. (1954), The Practice of Management (New York: Harper & Brothers publishers), p. 
283.〔上田惇生訳（1996）『〔新訳〕現代の経営（下）』，149頁〕）なお，訳文は必ずしも邦訳書通りではない。
同様の指摘を，技術史家のレイトンも行なっている。「テイラーは測定できぬものの測定を試みたのである」
（Layton, Edwin T. Jr. (1971), The Revolt of the Engineers: Social Responsibility and the American 
Engineering Profession (Cleveland, Ohio: The Press of Case Western Reserve University, p. 141）
８）ナドワーニーが指摘するように，テイラーの死以降1920年代は労働組合と科学的管理の協調の時代とい
われる。彼によれば，この協調を可能にしたのはテイラー主義者の理念の修正であり，テイラーの考えは，
協調に対する障壁なのであった。
９）Nadworny, Milton J. (1955), p. 85.〔邦訳，134頁〕
10）Ibid., p. 86.〔邦訳，134-135頁〕
11）Ibid., p. 85.〔邦訳，133-134頁〕
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を試みているのである」，とアーウィックは批判したのである。
　テイラーが独裁的見地に立った産業民主主義の否定者であったとするナドワーニーの主張
は，はたして妥当であろうか。テイラーは，労働組合の破壊を意図していたのであろうか。テ
イラーのマネジメント思想を，そのようなものと断定してよいのだろうか。また，テイラーの
同時代の人々は，テイラーの科学的管理をどのように評価していたのであろうか。労働組合の
視点からただ批判するにとどまらず，科学的管理の歴史的社会的意義を慎重に検討する課題は
重要であるはずだが，依然として残されたままであると思われる。
　本稿では，以上の課題に取り組むに際して，まずドルーリー（Horace B. Drury）とトンプ
ソン（C. Bertrand Thompson）の周知のアカデミックな研究を検討する｠12）。
Ⅰ　ドルーリーの科学的管理評価
　1915年に『科学的管理──歴史と批判──』｠13）と題する研究書が発表された。
「この書物は……マネジメント運動についての最初の学問的研究であり，テイラー主義者
の情報に部分的にだけ基づいて，第三者が書いたものである。新規性はほとんどないが，
ドルーリーのこの著書は，マネジメント運動への関心が持続するのに役立った。そして，
初期の科学的管理運動を概観した最良のもののひとつである」｠14）
　ナドワーニーは，以上のように述べながらも，不思議なことに，ドルーリーの研究内容には
いっさい触れていない。そこでまず，「マネジメント運動についての最初の学問的研究」であり，
「初期の科学的管理運動を概観した最良のもののひとつである」とされる，ドルーリーの研究
について検討する。
　ドルーリーの著書の第2部は「科学的管理の重要な側面の批判的吟味」と題され，四つの章
からなっている｠15）。まず，科学的管理と労働組合との関係について，彼は，テイラーが労働組
12）アカデミックな研究であるからといって客観性をもつとは必ずしもいえないが，両者の研究が公正を志
向していることはまちがいない。
13）Drury, Horace Bookwalter (1915), Scientific Management: A History and Criticism (New York: 
University of Columbia Press), in Wren, D. A. and Sasaki, Tsuneo eds. (2002), Intellectual Legacy of 
Management Theory (London: Pickering & Chatto).
14）Nadworny, Milton J. (1955), p. 97.〔邦訳，157頁〕ナドワーニーのこの記述からも，ドルーリーの研究
の公正さがうかがえる。
15）Drury, Horace Bookwalter (1915), pp. 151-215. 第2部に含まれる四つの章は，第６章「科学的管理の生
産性」，第７章「労働問題の解決策としての科学的管理」，第８章「人間的側面」，第９章「その他の批判お
よび結論」である。
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合指導者や労働者に敵意をもっていたのではないとして，次のように述べている。テイラーは，
労使が敵対関係にある旧来のマネジメントのもとでは，労働組合の存在を必要なものであると
みとめていた。しかし，科学的管理のもとでは，作業の科学的分析と労働者の教育を通じて労
使対立の原因が除去される。それゆえ，テイラーは，労働組合は労働者の教育と福利に関する
仕事を続けるべきだとし，賃金，労働時間および生産に関与することには反対したのである，と。
　このようにテイラーの考えを理解したうえで，ドルーリーは，次のような疑問を投げかける。
第1に，管理者と労働者の関係は，本質的に調和的であるのでもまったく敵対的であるのでも
ないのではないか。第2に，労使の利害を完全に調和させうる科学的方法というものが存在す
るのだろうか。彼は，労働時間，賃率，賞与の割合の決定に，科学的という言葉を使うのは適
切ではないと主張する。
「要するに，テイラー・システムの『協調』（harmony）と『科学』（science）は，非常
に貴重なものではあるけれど，実際のところ，賃金決定の仕組みを順調に進ませるもっと
もらしい言葉であり巧みな処理にすぎないと考えられる」｠16）
　また，労使の力関係が決定的に異なる状況のもとでは，経営側の利害が優先されるので，労
働者は労働組合を必要とするというのが，ドルーリーの見解である。
「人と金銭的利害の対立があるところで，後者を代表する人々に判断をすべて任せるとい
うことは，道理のあることだろうか。……労働者にとって組織の必要性は，何にもまして
重要であろう。というのは，個人には雇用者とうまく交渉することや利害の相反する領域
で機会に通じる時間も能力もないのである。つまり，労働者には指導者が必要であり，組
織が必要なのである」｠17）
　次に，ドルーリーは，科学的管理が労働を強化するという批判および人を機械のようにする
という批判，すなわち科学的管理が非人間的であるという批判について検討している。
　労働強化について，彼は次のように考える。仕事がもはや個性の自己表現ではなくなり，健
全性がこわされ，生活が単調で不健康な決まりごとになるという批判がある。しかし，科学的
管理のもとでの計画化は，人々が考えるほど統制的では決してない。そしてまた，テイラー以
前から仕事はかなり単調であって，科学的管理のもとでは旧来のシステムのもとにおいてほど
単調さが大きいというわけではない。このように，ドルーリーは科学的管理をバラ色に描いて
16）Ibid., p. 183.
17）Ibid., p. 185.
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いるのではないが，基本的には擁護する立場に立っている。
「科学的管理は，自動機械レベルにまで作業の監督を行なうことによって肉体の不調をも
たらし，人々を自発性のない奴隷状態にする，との批判はあたらない。けれども，科学的
管理がより高度な知的生活を損なわないということも，自明ではない。……科学的管理が
有益であり少なくとも現在のところ推奨されているのは，あきらかに人々が野心的でも知
的でもないような文明状態に，適合しているからだと思われる」｠18）
　このように述べたうえで，彼は，労使間の利益の公平な分配および労働者のより知的な社会
生活の実現という点に関しては，科学的管理それ自身では解決することができないとの考えを
示している。
「科学的管理の貢献は，生産性を向上することによって労働者の状態を改善する可能性に
ある。しかし，これの実現は，これまでと同じく将来においても，工場経営者の利他主義
よりも本質的で公正なものに基礎づけられるべきである。それゆえ，科学的管理が工場に
おける人の福利という問題を完全に解決する見込みはほとんどない。しかしながら，科学
的管理の指導者たちの影響力は，正しい方向へと非常に強く作用するだろう」｠19）
　ドルーリーは，科学的管理の利点を認めつつ欠点を指摘し，その解決策を探ろうとする立場
をとっている。以下の引用に，彼の基本的考えが示されていると思われる。
「科学的管理は，私たちにとって有益な力だと考えられるが，産業および社会の病弊をと
りのぞく万能薬だとみなすべきではない。そうではなく，科学的管理は，個別のショップ
やマネジメントの活動領域をこえた社会的機関によって補完されるべきである」｠20）
「科学的管理が重要であるのは，富を蓄積する新たな方法を世界に教えているからである。
過去において，豊かになるためには人々を搾取するというのが常態であった。しかし，科
学的管理のもとでは……『総体としての』（total）富をふやす努力を強調するように変わ
っている」｠21）
「仕事に関する科学的管理の理念に独創性があるとすれば，それは，『重圧』（strain）で
なく『能率』（efficiency）を強調することにある。科学的管理は，駆り立てでなく科学的
18）Ibid., p. 197.
19）Ibid., pp. 203-204.
20）Ibid., p. 205.
21）Ibid., p. 207.
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方法の利用への累進的進歩である。以前には壊れるまで盲目的に駆り立てられていた人間
機械が，いまや分析され，肉体的強さと特性に応じて仕事が与えられる。……科学的管理
は，工業の諸過程における斬新さと革新の時代の産物なのである」｠22）
　以上の引用にみられるように，ドルーリーの見解は明快ではない。ナドワーニーのように労
働組合の視点から科学的管理を評価したものでもなく，また科学的管理の利点のみを強調しよ
うとしたものでもない。その意味で，公平な視点に立とうとした学問的研究であることがわか
る。「初期の科学的管理運動を概観した最良のもののひとつである」といいながら，ナドワー
ニーがドルーリーの研究をほとんど無視したのも，ナドワーニーからすれば当然のことであろ
う。
　要するに，「マネジメント運動についての最初の学問的研究」であるとされるドルーリーの
研究は，科学的管理による労使協調の実現可能性については懐疑的ではあるが，時代状況を踏
まえて科学的管理の意義を積極的に評価しようとした試みなのである。
Ⅱ　トンプソンの科学的管理評価
１．科学的管理と実証主義
　ドルーリーの研究とほぼ同じ時期，より包括的な科学的管理研究である『科学的管理の理論
と実践』｠23）が発表された。著者のトンプソンは，テイラーと面識があり，テイラー・グループ
の人達とともに仕事をしてきた人物である｠24）。同書は，トンプソン自身による工場視察や面談
等に基づく実証研究である。
　彼は，科学的管理を「実証的マネジメント」（positive management）として特徴づけ，科
学的管理という言葉を，テイラーおよび彼の協力者たちの経験から導かれた諸原理並びにこれ
らを産業に適用する方法に対して用いる。トンプソンは，科学的調査によらず試行錯誤によっ
22）Ibid., p. 212.
23）Thompson, C. Bertrand (1917), The Theory and Practice of Scientific Management (Cambridge, Mass.: 
Houghton Mifflin Company, The Riverside Press), in Wren, D. A. and Sasaki, Tsuneo ed. (2002), 
Intellectual Legacy of Management Theory (London: Pickering & Chatto). 本書第５章は「科学的管理の文
献」と題され，ほぼ100頁にわたり包括的な文献解題がつけられている（pp. 173-269）。各節のタイトルは，
次の通りである。第１節「科学的管理の発展および理論全般」，第２節「現行の科学的管理」，第３節「科
学的管理と鉄道」，第４節「諸方法」，第５節「科学的管理における人的要素」，第６節「科学的管理と組織
労働」。
24）Nadworny, Milton J. (1955), p. 79.〔邦訳，125-126頁〕トンプソンのマネジメント史における貢献につ
いては，次の文献を参照のこと。Wren, Daniel A., Greenwood, Regina A., Teahen, Julia, and Bedeian, 
Arthur G. (2015), “C. Bertrand Thompson and management consulting in Europe, 1917-1934,” Journal of 
Management History, vol. 21, No. 1, pp. 15-39.
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て経験的に導き出された規則を実際的な知恵（policy）とよび，法則（laws）および原理
（principles）と区別し，次のように述べている。
「『マネジメントを科学的にするのは，それが知恵にではなく，法則と原理に依拠すると
いう事実である』。たしかに，マネジメントの法則と原理が確証されるまで，知恵が大き
な役割を演じるということ，マネジメントが少なくともある程度まで部分的には技法にと
どまるということは真実である。だが，知恵の領域を減らし原理と法則の領域を拡大する
意識的努力を行なうものは，当然に科学的管理の名に値する」｠25）
　トンプソンによれば，科学的管理は最新の思考方法における「実証的」という動きを産業組
織に適用する「実証的マネジメント」である｠26）。それは，可能なかぎり偶然や個人の判断によ
らず，事実による統制，すなわち「統制の実証性」（positiveness of its control）を特徴とする
のである｠27）。彼は続ける。現行の能率システム（efficiency systems）の目的は，漏れの除去，
無駄の排除，遅れの回避，すなわち負なるものを除くことによって組織を正常な水準に回復さ
せることにある。これに対して，「科学的管理あるいは実証的マネジメントの目的は，組織を
この正常な水準を超えるものにすることであり，組織の能率をできるかぎり最高にすること，
すなわち数学的に正の成果を達成することにある」｠28）のだと。
２．科学的管理と労働者
　科学的管理と労働との関係についてのトンプソンの見解をみておこう。具体的に彼が検討し
ているのは，基本賃金への影響，賞与の支払方法への影響，労働組合との関係についてである。
前二者は，科学的管理の労働者に対する影響に関する分析であるので，まずこの点からみてゆ
く。
　トンプソンによれば，科学的管理は，伝統的な知識や技能をもつ人を求めるのではなく，新
しい方法にすばやく効果的に対応できる素質をもつ人を訓練によって獲得する。そして，職能
化，専門化することによってそれまで必須と考えられていた万能の能力を不要にし，下位の労
働者が昇進する機会を増やし，下級労働者と管理者集団（職長や事務職）との区分をなくすの
である。
25）Thompson, C. Bertrand (1917), pp. 5-6.
26）この点について，トンプソンは次のように述べている。「推量や慣習を科学的法則および原理で置き換え
るということについては，思考の過程が『神学的』段階から，『形而上学的』段階へ，そして『実証的』な
いし科学的段階へと進歩するというオーギュスト・コントの進歩の理論が，強く思い出される」（Ibid., p. 
12）
27）Ibid.
28）Ibid., p. 13.
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「要するに，科学的管理のもつこれらの特徴により，職能集団内の伝統的な区分を壊し，
同時に個人の特徴と能力を最大限に開発し，個人のもつ能力と獲得された能力基盤で新し
い集団を作り上げることになる」｠29）
このように，個人がもつ多様な能力を徹底的に開発することにより，現状ではあいまいにしか
測定されていない労働者の価値の個人差を明確にできる，とトンプソンは考える。
　科学的管理は労働者の熟練を破壊し創意を失わせ，労働者の地位を奪うという科学的管理批
判に対しても，彼は，事実に照らしてそのようなことはなく，科学的管理の方法が十分に発展
しているところでは，そうではない企業の労働者よりも熟練度は高いと反論する｠30）。
「生産の増加は，優れた熟練によって，すなわち資材，道具，方法をよく理解し，これら
の処理を熟知することによって可能となる。その理由に二つの原理がある。専門化，これ
が多様な分野での高い成果を可能にする。科学的方法による徹底的な個人の教育，これが
労働者の能力を最大限に開発する」｠31）
　さらにまた，科学的管理が労働者の健康を害するほどにスピード・アップする装置だとの批
判に対しても，事実に反すると反論したうえで，トンプソンは，「科学的管理の真の目的は，
無知な駆り立てを努力の知的経済性に置き換えることであり，実際そうなっている」｠32），と述
べている。そして，いわゆる「一流労働者」（first-class man）についても，多くの人びとは
例外的な能力をもつ人しかテイラー・システムは必要としないと誤解しているとして，次のよ
うに述べる。
「科学的管理において，一流労働者とはそれぞれの職務に適した人のことであり……仕事
に適する人の選抜に際して知性的な識別を行ない，職務をもっとも効果的に行なえるよう
に人々を訓練するのに必要な注意を払うことによって，科学的管理は，すべての人を一流
労働者にすることを目的としている。……このように，例外的な能力をもつ人を選抜し，
平均的な人を排除することとはまったく異なる。すなわち，平均的な労働者を職務に例外
的に適応できるようにすることなのである」｠33）
29）Ibid., pp. 117-119.
30）Ibid., p. 131.
31）Ibid., p. 132.トンプソンは，熟練について次のように述べている。万能的機械工が熟練機械工だと考えら
れている，すなわち，ある職種でたくさんのことを生半可にする能力が，少しのことを完全にする能力よ
りも熟練がある証拠だと思われがちだが，この考えはあやまりである，と（Ibid.）。
32）Ibid., p. 134.
33）Ibid., p. 135.
関西大学商学論集　第61巻第２号（2016年10月）60
　トンプソンは，さらに続ける。科学的管理は，「苦汗制度による悪弊（sweating evil）と闘
う新たな手段」であり，「駆り立て方式（driving methods）よりも大きな成果を生み出してき
た」事実がある，と｠34）。
３．科学的管理と労働組合
　トンプソンは，労働組合との団体交渉を認めない考え方には基本的に批判的である。なぜな
ら，基本賃金の決定のように科学的方法だけでは完全には決定されない余地が残っているから
である｠35）。マネジメントの実証性を重視する彼の立場からすれば，当然のことであろう。しか
しながら，とトンプソンはいう。
　　  「〔団体交渉の必要性を──引用者〕理論的に考察することよりも重要なことがある。そ
れは，現状での団体交渉は労働組合の承認を必要とし，その結果，組織労働を認めなれば
完全に避けられる困難や対立を結果として引き起こすことになるということである」｠36）
　すなわち，基本賃率の交渉は，理論的には科学的管理と両立するけれど，実際には労働日の
長さ，男女や子供の雇用，一日の仕事がどういうものかを決定することなどの多くの組織上の
問題を含んでいる。さらに，そのような交渉は，専門化の程度，管理者の権限，技能水準の低
い労働者の削減など多くのこまごまとしたことについて，「駆け引き」（dickering）への道を
開くことになる。労働者はマネジメントの原理や作業の詳細をほとんど理解していないので，
このような労働者の委員会との協議は致命的事態をもたらす，というのが実証主義的立場をと
るトンプソンの考えである｠37）。
　さらに，彼は次のように述べる。組合員資格の制限，徒弟規制，クローズド・ショップなど
の労働組合政策や熟練に基づく組織の原理と，能率と教育に基づいて労働分類を行なう科学的
管理とは相いれない。したがって，現状のままでは科学的管理と労働組合とが共存することは
できない。科学的管理の経済的利点を享受できるように，労働組合は変わらねばならない。そ
して，有利な立場にある雇用主に労働者が対抗するためには団体交渉が必要だが，妥協でなく
事実に基づく団体交渉の発展のためには，労働組織の現在のリーダーシップが根本的に変化し
34）Ibid., p. 137.
35）「科学的管理の理念が実現されれば，団体交渉の可能性がまったくなくなると考える人たちがいる。彼ら
は，正確な科学的決定に還元できないものはない（基本賃率でさえ），との信念をもっているからである。
……私を含め，これと別の考えをもつ人たちもいる。基本賃率が何らかの自然法則や社会法則によって決
定されるということは疑いがないけれど，その法則は未だ正確かつ明確には定義されていない。それゆえ，
少なくとも理論的には，基本賃率は団体交渉事項となり得るだろう」（Ibid., pp. 146-147）
36）Ibid., p. 147.
37）Ibid., p. 148.
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なければならない，と｠38）。
　このように述べたうえで，トンプソンは，科学的管理が発展していくためには労働組合と何
らかの協力関係を築く必要性を認めなければならないと考える。というのは，「社会経済的関
係および個々人の相互作用を支配する法則は，未だ定式化されておらず，これが定式化される
までは団体交渉の余地が残る」｠39）からである。彼は，次のように述べている。
「科学的管理がもつ二重性を識別しなければならない。それは，一方での法則の集合とし
ての性質であり，他方での一連の原理としての性質である。科学的法則（laws of 
science）は頭数を数えること〔多数決や交渉──引用者〕によって確定されるのではない。
だが，自由社会における行為の原理（principles of conduct）は，関わる人々の同意によ
ってのみ適用されうるのである」｠40）
　以上のように，トンプソンは，科学的管理が産業不穏の万能薬であるとは考えていない。し
かしながら，科学的管理は不穏の範囲を狭め，労使の課題を明らかにし，結局は労使の争いが
少なくなって双方にとっての公正が確保されることにつながる，との見通しを示しているので
ある｠41）。
４．社会的課題と科学的管理の未来
　トンプソンが次に検討しているのは，科学的管理と社会的課題との関連である。彼は，「科
学的管理はどのような進歩をもたらしてきたのか。生活費，失業の減少，教育と熟練の改善，
所得不平等の除去，産業民主主義の発展という大きな問題の解決に向かっているのだろうか」｠42）
と問う。以下，労働問題と直接に関わる点についてみておきたい｠43）。
38）Ibid., pp. 150-153.
39）Ibid., pp. 153-154.
40）Ibid., p. 154.
41）Ibid., pp. 154-155. 1912年に開かれたアメリカ機械技師協会（ASME）の管理部会での報告「工業経営技
法の現状」についての討論において，トンプソンは，およそ次のような発言を行なっている。労働者が科
学的管理に反対しているというのは事実であり，時間研究，事前の詳細な計画と細部にわたる指図，そし
て労使間の分配の公平性に対して，三つの根強い批判がある。しかし，労働者に対する教育や労働組合の
協力を得る努力を行なうことにより，このような問題を解決し，科学的管理を展開してゆくことが可能と
なる。さらに，人間性を破壊するという批判も，このシステムのもとで働く人々の実情に照らして判断す
べきである。科学的管理を導入した工場の多くは，従業員の余暇，仕事への関心，知識が増加し，福利が
向上しており，テイラーやとくにガント（Henry. L. Gantt）はこうした問題を無視してはいないのだと。
次の文献を参照のこと。“Discussion on ‘The Present State of the Art of Industrial Management’,” 
Transactions of the American Society of Mechanical Engineers, vol. 34, pp. 1159-1162.
42）Thompson, C. Bertrand (1917), p. 156.
43）生活費について，トンプソンは次のように述べている。「科学的管理がこれまでに生活費の削減に寄与↗
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　失業問題について，トンプソンは次のように述べる。科学的管理は失業問題に深刻な影響を
与えていない｠44）。失業の最大の原因は景気変動という大きな経済的力であり，失業問題と密接
にかかわっているのは労働者の教育および熟練である。万能的労働者の育成をめざす徒弟制度
のような教育訓練方法はもはや役立たず，科学的管理のめざす個人の才能や能力開発を重んじ
るやり方が求められている。科学的管理は，普通の労働者を専門化し徹底して訓練することに
よって，生産性を高めようとするのである｠45）。
　もっとも重要な問題である科学的管理の産業民主主義への影響について，トンプソンは，産
業民主主義を「少なくとも，産業統制への参加と自由な昇進機会があること」｠46）と定義し，次
のように述べている。
「慣習や意見ではなく，事実によって産業が運営されることが，民主主義的ということで
ある。その意味では，事実をもたらすのが全般管理者であるか最下級労働者であるかはど
うでもよいことである。恣意が排除され，すべての労働者が，最上位の経営者と同じく公
正さの保証を事実による裁定に頼ることができる。この意味で，統制は非人格的なものに
なり，現在の恣意的で人的な統制からの前進である」｠47）
　事実による企業統治の実現，これがトンプソンのいう産業民主主義である。しかしながら，
近代マネジメントにおける専門化の進展は，科学的管理であるかどうかにかかわらず，中央集
権的統制の傾向をもち，個人の自由を何らかの程度制限する。それゆえ，この傾向を是正する
ために，統制される人々の代表者かあるいは他の機関が統制するのかが，問題となる。だが，
労使双方ともにその力をもっていない。すなわち，
「協調的な企業での経験に照らして，一般従業員からのリーダーの選抜は，実行不能であ
る。他方，歴史が示しているように，えこひいき，情実，無関心，無知のために，所有者
や管理者による恣意的選抜も得策ではない」｠48）
↘したということを示すのは，不可能ではないとはいえ，困難である。少なくとも，生活費を構成する商品
等の価格の低下によって証明されるまでは」（Ibid., pp. 156-157）
44）「科学的管理のもとで人員削減が行なわれたという例はなく，人員を増加させた例がいくつかあるといっ
てよい」（Ibid., p. 161）他のところでも，トンプソンは次のように述べている。「これまでのところ，……
科学的管理が失業問題に深刻な影響を与えたということはできない」（Ibid., p. 91）
45）Ibid., pp. 161-164.
46）“We will assume that it means at least a share in the control of industry and free opportunity for 
advancement”（Ibid., p. 166）
47）Ibid., pp. 166-167.
48）Ibid., p. 167.
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　それゆえ，トンプソンは，科学的管理のいう能力（capacity）による選抜が適切であると考
える。すなわち，「実証された能力をもつ一流の人々（an aristocracy of demonstrated 
ability）」｠49）による統制である。これにより，労働者の善意を確保し，自己規律がもたらされる
こととなり，その結果，健全な民主主義の方向に進んでいく，というのが彼の考えである。
　科学的管理の発展如何は，直面しているいくつかの困難を科学的管理の固有の利点で克服し
うるかにかかっており，現状はその方向に向かっている，とトンプソンは考える。彼のいう困
難ないし障害とは，企業管理者の保守主義，科学的管理を推進しうる専門家の不足，そして労
働組合などの反対である。このような問題があること，また科学的管理の原理の乱用や誤解の
存在は認めなければならないけれど，全体的にみれば，科学的管理の発展は「不可避的で抗し
がたい傾向である」｠50），というのが彼の基本的な考えである｠51）。
おわりに
　ドルーリーは，重圧ではなく能率を強調する科学的管理の科学的方法の進歩性に大きな期待
を寄せ，科学的管理を「工業の諸過程における斬新さと革新の時代の産物なのである」と高く
評価した。しかし他方で，科学的管理が労使の利害を完全に調和させうる方法であるとの考え
にも，彼は強い懐疑心をもつ。それゆえ，労使の力関係の違いが存在するもとで，労使の利害
の調和を図りつつ科学的管理の利益を享受するためには，団体交渉や労働組合が欠かせない，
との見解に至るのである｠52）。
　この点について，ドルーリーは，「産業能率の要素としての民主主義」｠53）という論文の中で，
民主主義が能率を促進するという立場をはっきりと示している。
　多くの人々は，規律，中央集権，専門家による統制の推進によって，能率（efficiency）が
達成されると考えている。すなわち，最も有能な人に権限を与え，これらの人々がすべての活
動の最善の方法を考案し，人々はこの最も能率的な方法に従うということが能率的である，と。
しかし，この考えは改めなければならない。現在のような複雑な産業システムのもとでは，少
49）Ibid.
50）Ibid., p. 172.
51）Ibid., pp. 169-172. トンプソンは，科学的管理がうまくいかなかったときの原因について，彼の調査に基
づき次のように述べている。「うまくいかなかった原因はすべて，専門家か管理者・所有者，または両者に
あり，決して労働者との間の問題ではなかった。そして，労働者が組織されているかどうかに関係はなか
った」（Ibid., p. 101）
52）ドルーリーが科学的管理に対して下からの自由な活動を認めるべきだと述べている，とトンプソンも指
摘している（Ibid., p. 261）。
53）Drury, Horace B. (May, 1916), “Democracy as a Factor in Industrial Efficiency,” The Annals of the 
American Academy of Political and Social Science, vol. 65, pp. 15-27.
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数の人々が支配することは困難であり，できる限りたくさんの人々の知恵を集めることによっ
て進歩がもたらされる。厳格な統制は知性の流動化にとって不適当であり，上からの調整は必
要ではあるが，進歩はトップ・ダウンでなくボトム・アップによって生まれるのである。彼は
いう。「科学的管理と秩序がアメリカ精神の新たな基調をなすのはまちがいない。しかしながら，
この発展を推し進めるうえで，自由という基本原理を忘れてはならない（the basic principles 
of freedom）」｠54），と。
　解決策を提示するには至っていないけれども，ここに，能率すなわち科学的管理と産業民主
主義との調和を図ることによって，社会進歩を展望するというドルーリーの考え方，立場が，
はっきりと示されている。
　さて，トンプソンはどうか。団体交渉の必要性を認め，産業民主主義の重要性を説いている
という点では，ドルーリーと共通した考え方をもっている。しかしながら，両者の産業民主主
義観は大きく異なっている。トンプソンによれば，産業民主主義の実現如何は，マネジメント
の実証性にかかっているのである。先にみたように，彼にとって民主主義的であるということ
は，事実によって産業が運営されることであり，統制が非人格的に行なわれるということであ
る｠55）。
　もちろん，科学の及び得る範囲は無限ではなく，人間の行為を規制する原理は交渉に基づく
同意からもたらされると考えるトンプソンにとって，科学的管理は産業問題を解決する万能薬
ではない｠56）。しかしながら，科学的管理は，推量や慣習を科学的法則および原理で置き換える
ことにより産業組織を実証的方向に進めるものであり，組織の資源と能力を平均的能率をはる
かに超えて発展させるという結果をもたらす。トンプソンはこのように主張する。それゆえ，
既に指摘したように，全体としてみれば科学的管理の発展は「不可避的で抗しがたい傾向であ
る」，と述べたのである。
　理解は異なるが，両者の研究は，産業民主主義の実現という問題が，科学的管理とりわけテ
イラーのマネジメント思想において克服すべき最大の課題，すなわち欠陥である，との認識を
はっきりと示している｠57）。と同時に，両者ともに科学的管理とテイラーのマネジメント思想を
非人間的なものであるとは決してみなしていないということも，忘れてはならない。要するに，
54）Ibid., p. 27.
55）本稿，注46を参照のこと。
56）トンプソンは，科学的管理が「産業保全の科学（Science of Industrial Conservation）」と「産業組織の
原理（Principles of Industrial Organization）」からなるとし，前者を科学的管理の法則，後者を科学的管
理の原理と呼び，次のように述べている。「科学的管理の原理は，組織された集団内における個人の関係を
支配する原理である。……産業保全の科学は，自然法則に基づくものであり……多数決によって変えられ
るものではない。……行為の規則としての原理は，変化しうるし，実際に同意や協定によって絶えず修正
される」（Thompson, C. Bertrand (1917), p. 8）
57）ただし，労働者の参加や産業民主主義について，トンプソンは次のように述べている。「テイラーや彼と
同じような訓練と経験をもつ人々は，従業員には企業管理の統制権や参加権はないとの考えをもってい↗
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ドルーリーとトンプソンによる科学的管理の古典的研究は，ナドワーニーのように批判に終始
するのではなく，共に科学的管理の進歩性を評価したうえで，克服すべき課題を識別し解決策
を探求しようとするという立場に立つものであるといってよい。
↘る。まさにこのことが事実ならば，科学的管理において，労働組合，団体交渉，その他の相互協定を認め
る余地はない」（Ibid., p. 262）
